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ーそ 変遷 IL' て

職業記II練大学校田中高年

はじめに

各地の職業訓練施設の指導員の方がた

より女性の訓練問題についての問い合わせが少

なくない。このような背景は，近年の女性の就

労人口の増加が労働力の需給関係に次第に大き

を及ほし始め，この女性労働人口の増加

は，人口の高齢化，および高学陛の進化ととも

に，現下の労働問題の三大要素となっており，

このことに職業訓練の対応が期待されているか

らであろう。

したがって，昭和61年5月に制定された（第

四次）「職業能力開発基本討画」においても，

内訓練」においては「女性労働者の職業

能力開発の充実」を，また「公共wll~：束」におい

ても次のような計画を掲げている。

『女子が多様な分野で 基礎的あるいは専門

的な技術を身につけることができるよう，婦

人就業援助施設によるものも含め，女子の職

業能力開発の機会の充実に努める。特に，育

先を終えて再び労働市場に参入する女子に対

する に備えて必要な知識及び技龍を修

得するための訓練等の拡充に配意する。』

ところで，公共職業訓棟では従来も女性を対

象とした間練は実施してきた。その入校状況は

1 -1のように全国的には養成訓練で 1割強，

能力再開発訓練で3説弱と未だ男性に比べると

少ないものの，近年少しずつ増加の傾向にある。

また，これを設立母体加にみれば，

より都道府県立が多くなっている。しか

し，この傾向は最近の訓練科の再編成により女

性が受講しやすいサーピス関連の訓練科が飛躍

的に拡大しているため（拙稿「公共職業訓練施

設再編成の実情J，『職業訓練研究』第 7巻1989

年3月参照）， は接近しつつあると思われ

る。

このように，女性の訓練が益々重要になって

きたため，本誌においても1/1990号で「女性の

職業能力開発をめざして」の特集が組まれてい

る。しかし，女性の訓練がいかなる歴史的変遷

の中で展開してきたのかという実態については，

表1-1 公共鞍業割i鱗施設に占める女性訓練生の比率（%）
区 ノit S.49 S.50 S.53 S.54 S.55 s. 56 S.57 S.58 s. 59 S.60 S.61 S.62 
能力再開発訓練 35.0 27 .0 25. 7 25.8 28.9 28. 7 38.9 37 .9 35.9 29 .4 36.3 29.7 

締荘成。刊

都道府県立 12. 7 13.2114.7 15.8 

事業［寸｜ 一、！ 0.5 0. 7 0.7 1.4 

7 .3 7. 9.2 9. 7 11.0 12.2 13.4 12. 5 13.3 14 .0 14 1 13. 7 
fj 、 14 .5 18 .4 18.0 18.8 21.4 22.1 27. 7 27 .3 26.9 23. 7 28.5 

( IH#l~ ） 昭和53年より56年までは森英良可能業淵線の境状と課題点昭和57年より，その他の年度は労働者

婦人（少年） hi} q骨i人労働の実・l¥'!.1各年度版より本を，野見illlfr.之 f新時代の職業能力開発」昭
和62if..より人数を参照して算出
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必ずしも明かではない。そこで，その変遷の過

程から女性を対象とした今後の訓練の改善のた

めの手懸かりを得ることを日的として分析を

みた。この結果

ようなので，

である。

との重複がない

を｛昔りて発表させて戴く次第

上女性対象の訓練の変遷

女性対象の訓練は，当然職業訓練の設立とと

もに始まる。すなわち，職業訓練は何も男性を

対象として始まったわけではなく，“社会的弱

者”としての国民を対象に成立したのであり，

その中に当然ながら女性が含まれていた。

われわれの調査によれば，職業訓練の「成立

期J と呼んでいる昭和13年以前では，「公共職

業訓練」の大半が女性｜句きといえる“裁縫”な

どの職種が全体の 4割近くを占めていた。しか

も，その他の種目でも女性を除外したというこ

とは明確で、はないので，女性の受講者の割合は

かなり高いことが予想される。

このような状況が満州事変を経て次第

まる下で，当

然ながら男性を対象とした訓練となってきた。

その制度は， HG手［]13年改正の「職業紹介法」に

おいて，初めて法丈中に「職業補j導」が規定さ

れた後，いわゆる「機械工補導所」（ 3カ丹）

が制度化される過程で確立してきた。しかし，

その中にあっても，束京府は昭和14年に「女子

( 2カ月）を設立し，機械工の

分野でも女性対象の訓練の可能性があるという

をきっていた。この東京府の慨に倣

って，昭和18年には

所」を設立したのであった。さらに，戦火が激

しさを増すにつれ，女性の“職場進出”は昭和

表ト2 公共職業議導（訓練）所女性入所者率（%）

18年ごろには全労働者の45拓を占め，女性を

象とした訓練の制度化が更に要望された。

それは昭和18年10月の「女性勤労動員二伴ブ

航空機関係職業補導施設拡充ニ関スル件J

により「女子令指導所」の全国的な設置となって

現れた。具体的には，事務員補導－21箇所，機械

工補導20笛所，製図工補導10箇所，

6笛所，化学分析工補導 3箇所，計60笛所が増

設された。しかし，これらの訓練の実態を解明

できていない泊三司＇ i＊：束期間カq ～ 3カ月であっ

たことを考えると，前述の“女子機械工補

所”の訓練体系と大差はなかったと思われる。

やがて第二次世界大戦も終わり，新憲法に

づく職業訓練が再発足することとなった。公共

職業言明：束に関しては，失業者の勤労権の保証の

ための学習権の保埠としての訓練補導であった

が，盟土が焼け野原と化した当時は，まずは由

民の衣食住の確保のために重要となる訓練職種

が推奨された。したがって，戦前の機械工中心

の訓練から，建築・木工・木船工・裁縫・食料

品などの職種に“転換”しての再発足であった。

すなわち，新憲法は， f男女平等j を唱えてお

り，女性のための訓練を取り立てて強調するこ

とはなかったが，これらの中で，女性を対象と

した職種がやはり少なくなかったのが特徴と

える。（以上， :tm著『わが国の職業訓練カリキ

ュラム』，蝿台舎・戦詩II大生itb,1986年参照）

それでは，先の表 1-1以前の戦後の女性訓

練生の入所状況はどうであっただろうか。その

1 -2のとおりである。

ここで，先の第 1…l表を再検討すると，昭

和50年の「国際婦人年」の時期を境にして女性

に拡大したことは認められない。

むしろ，次表の女性訓練生数の変遷の実績が示

すように，職業訓練法制定（ll[j和33年）以前の

時代が女性の受講者率が高

かったことに注告すべきで

あろう（ただし，昭和30年

代までの拡大は中高年者よ

りも若年者，中でも新規中

( 1111典） 昭和32年までは職業安定f1;) I"労働市場年甘んより作成，以降は婦人少年！日，j r~，1i 学校卒業者が増えたと
人労働の1刻、NJ各年度版より作成 される）。つまり，当初に
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したように，公共職業訓練は女性を特に区

別して戦後再発足したのではなかったが，

訓練法が，

という性強が強制されたことにより，

女性の入所率が相対的に減少したためと考えら

れる。それは，特に事業［~J:I ~＼］~ に顕著に認められ

る。このことは，この！日jの女性に対する職業訓

練の方針や施策が今日誌ど強調されず，具体的

にtHていなかったこととも霞j係があるかも知れ

なし」つまり，女性の訓練生に関する

を除けばこれ以前の職業訓練関係の

文献に紹介されず，どうにか『婦人労働の実

にわずかに掲載されていることが物語って

いる。

当然ながら，訓練を展開している施設では，

この間に初期jの女性を対象とした訓練の経！投の

伝承が途絶えたと忠われる。このような変還を

経て，冒頭に紹介したような今日の労働問題の

変化に合わせ，女性の訓練が再度強制されてい

るとも解釈できる。

以上のような統計1こ現れた女性の訓練生にか

んする変遷の実情を把握したうえで，次に個別

の特に女性の訓練を中心的に展開した施設を分

析してみたい。

1 女性中心訓練施設の変遷

日的のために，表2に掲げる施設の変

還を各校の r事業概要』は，紹介してみたい。

ここでこれらの施設に対し，資料をご提供頂い

たことを厚くお礼申し上げま

2のように，女性を中心とした施設は残念

ながら，いわゆる 6大都市のみであり，その他

の地方で、の女性単独の施設はこれからという状

況であろう。このことが，冒頭に述べた問し3合

わせにもなっているものと忠われる。また，

のように，女性を主に対象とした司iげ：束施設であ

っても，さまざまな形態があることがわかる。

ここで，昭和50年の「国際婦人年」に関して

施設の増設は認められなし＇ o また，表2では，

tftl奈JII 県立紅葉ケ丘高等職業技術校のように，

途中，「紅葉ケ丘女子専修職業訓練校」と「女：

5/1990 

表2 女性中心部l綾施設と設立時名称

ll（｛手[121今：：11 JJ t没：、.＇｛ 手1Iltl牟！守：i下占え主住j主！争； 
京者j））手f:¥1：女．昼f;:':;

II丹手f]21il三11月設1工 ＊王理1芝jq完乞己 jl」 Jf誌去r~:f1Hiミ手汐？之’ ； ； 
flll~~Jll 県立紅葉ケ花山等I！設業技術校
II日平112lii::I2月成立 横浜第一建築工補導jjlj・

神奈川県立藤沢i均等職業校1¥f校
昭和22年2月設立婦人lift占＊111P!'7所
大i攻府立夕陽i工女子高等職業技術専門校
昭和24iド4月設立 中央公共職業補導！？？

京京都立新宿ir1i人i均等職業技術専i勺校
fl ii和31年10月設立 家事サービス公共職業tlll2.lf.所

共i;1wi立婦人均等技術専門校
昭和39年 If］設立 神戸家事サービス職業補導Ni・

を名称に入れていたのであるが，今宮では

その「女子」を削除している施設もある。ここ

では，男女雇用機会均等法の施行に伴い昭和61

より男女を問わない現在の名称に変更され

たとのことである（藤沢では昭和36年に「婦

人j を削除している）。この名称変更は，“男女

の在り方とは何かを考えさせられた次第

である。

また，これらの女性を主に対象とした施設に

おいても誤練施設の方針や目的に，特に女性の

ための言iは：束という規定を明記している施設は少

ない。例えば，東京都立主！？宿婦人高等職業技術

門校が「中高年婦人を対象として，職業に必

な能力再開発訓練を通じて存為な職業人を

成するJ，京都府立女子高等技術専門校が「女

性の特質を生かせる職業に必要な知識と技能を

する，兵庫県立婦人高等技備専門学院が

「女子求職者の就職促進のため，職業能力開発

旨に基づいてその知識と技能を向上

させJ る，という規定のみである（ただし後述

のように，パンフレットに施設や訓練科の対象

者が婦人対象であることを明記している施設は

他にもある）。
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表3 戦後婦人中心訓練施設9校の詰II練科の新震設の状況

区 分｜ 昭和33年まで ｜ i昭和44年まで I 111H11s3年まで

' i手裁c， D，ド，O，① ｜編物 F Ii服飾 D
手［］裁O ｜縫製F

新設 i洋裁C,D l手芸 i
編物C,G,I Ii判長I

=f－芸F,G

手芸 G

llH和60年まで

ミシン縫製。

縫製技術。
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＠
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系
①
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ル
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江
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デ
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ノ

ノ

b
n
h
r

一
ア
ア
服

致

－
f
 

相
判
日
刊

しゅう l

編物C,I

洋)j託D

t－芸 F,l
~HJ しゅう i

ラジオ・テレビ D

ラジオ・テレビ0

•！！王 f'.iJ1iliJ G 

事主 三よ＆＿o_______ 一一……n~iii~とi……一一一一－ 1弘通瓦面己
)Ji｛飾ひ ｜縫製ド

編物 G I編物 F

製

i手抜 F

男子）］投i

ラジオ i
ラジオ I

J投与三IH!JIJA,F,G,I 

ー曲一時司－－－ーーーーーーーーーーーー－－－時時開崎明時昨 司ーーーーーーーーー刊日掛－－－－－－－－ーーーー－－－－『

十11主将ll1JIJA 手II丈タイプ製版A フィニッシュア

4q,会f':iH1JIJA ＠ 

タイ A 
『『F押時時制恥骨同品加国，－－ーーーーーーーーーーーーーーーーー

H'.'cf£7：印刷lA タイプ製版A 手11文タイプ製!ffiA 

•！！王内H1llJ A £7'.1'.Uflf'.'j': D •！！王 ~IHHIJ G 

J:ji-;f売店HlliJA 

給食品fiJ翌日 B,H 食品サービス系＠

,UiJ翌日＠

⑪，① 

ビス ビルタリーニン

インテリアサーどス

下 i新設

r=ri I 1&~11二
！］存写印刷 F 月号£／＇. f'.1l~111J G, I 

村lj

2料』削 1新設
｝理主Jt

建
新設建築G

d二又IL 

I $fri没
~~［~］ 

一 r-1~~－；J~＿－r

'.i-j：［立IC,I 

トレース i£／＇.［ヌIC,I 

機械製iヌII 

絞殺！事務＠，の，G

家政B，①，⑪，i

福千d：ヘルパー＠

ルームサービス B

i誌子計算機D

デザイン D，①

経営実務 F

ビジネス丈芹＠

事務＠

経理実務C,G

！坂光O，の
経理事務c，G

情報処J{jlD 

企業事務o
a 般事務⑪

経理ビジネスコース

① 

OAビジネスコース

① 

A情報処理系＠

デザイン系＠

オフィスシステム系

＠ 
福祉サービス系⑪

ビジネス実務系＠

福祉ヘルパー①

情報経理（①

ビジネス文書O
OA事務。

英両ビジネスコース

① 

英文タイプ＠，I

手ll文タイプA,I

絞:fllUJt務 A,F,l

美谷①

新設i速記G,I
:CJ~務珠算 i

通訳i

経営実務 A

絞殺＼ D 

家事使用人F,H

＊ームヘルパ－ F,H 

人材セミナ…ド

1Mi5F,G 

t£・11PF務 i
意抗l文i案 i

サ

ピ B ift ；；＼·＇~ミ務八 、 jまま1明D

nームサーピス 3 fl］丈タイプA,I i ・J・ti報処:flj!D

おJi.1肌人F,H 経削減c I ~託子計算機 D

*-lA..ルノ；－ F 英文；タイツ i lデザイン D

経？写実務 F 3支故 i l続日！＼＇Ji－務G
人材セミナ－ F 続完H＇判事 I,G I f.i'.'.、存事務 i

(it) 縦令hは「職業分＇W」による区分。ただし， f芥積製品製造」の塗装科（G校のみ）は除外した。アルファベットは訓練施設

才＇， 0 叶支は現存の宇iのみ。 O日j は！従 i上等がなく，現存の科。「！経 11-.J 科には他校への移設および名品；変史を合む。；，，~!Ill ・ ji:£

11.¥'i!llJの区別せず。委託訓練は合まず。

G,I 

!j，：務珠算 i

)ffi1V~ I ス

・M先F,G
；己；i託収！案 i

J5t!I二
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菰．女性中心施設の訓練科の変遷

次に，これらの施設が女性対象の訓練を

するうえで，その擁立を図るためにどのような

訓練科（種目）を実施してきたかを裳理すると

3のようになる。表では全体の傾向

るために個別の施設加とせず

にみるように，これらの科は，

多い（40%以上）科である

務科，縫製科， トレース科，洋裁科，製版.r:p 

刷科，機械製~科（昭和61 野見山i克之

F新時代の職業能力開発J，昭和62年）および，

OA事務科等最近全国的に設置されている科も

合まれてはいるが，より多様な科が開設されて

いることがわかる。また，その経過をみると梅

めて特徴的な変遷を経ている。このことは，換

ると，これらの施設では~Jll ＊：束の再編成を

に探求してきた証左とも言えよう。一方，逆に

n寺代の変化にもかかわらず，永年にわたり現在

まで継続している訓練科もあることを見逃せな

し＇o

ところで，今後の女性対象の訓練科を模索す

るために，近年の女性をめぐる職業に関する女

性就職者の拡大状況をみると，次の表4のよう

な実態が出ている。

4から，女性をめぐる訓練の在り方に関す

る方針を打ち出させるのではなかろうか。たと

えば，昭和62年5月に「今後の女子再就職援助

対策のあり方J研究会が「再就職希望者のニー

ズに応じた職業訓練」として，「公共職業訓練

については，……情報処理， OA機器，老人福

祉サービスなどに関する訓練の充実，訓練プロ

グラムの開発および家定の主婦などのための短

期間の能力再開発訓練の拡充が必要である」と

した（『職業能力開発ジャーナル』昭和62

年7月号）こととも符合する。

さらに，これらの中で，平成元年7月には，

久しぶりの の追加として「介護サービス

科」，「情報ピジネス科J などが設定されたこと

は時立にかなったものといえよう。特に， I持者

は「介護福祉士j 資格に関連しているため，

5/1990 

表4 女子麗舟者数の増加の著しい鞍業

昭和50～60年に21者及び
2, 000人以土地加したi従業

（専門的・技術的職業従事者）

情報処理技術者

薬剤師

青学校・ろう学校・

学校教員

文宗家，著述家

社会福祉事業専門級品

職業スポーツ家

（管理的職業従事若）

その地の法人・間体の

役目
（事務従事者）

屯子計算機等技作ii
（！坂光誌とJJ者）
小売店主

商品販光外交封

その他の販売類似i従業従

事者

（農林漁業作業者）

水産養殖作業者

（技能工，＇J:.1京工程作：業者
及び労務作業者）

一般機械器具キ:tL:;U:
半導体製品製造工

その他の；11気機械器具組
立・修理作業者

その他の欽料品製造作業

者

製i沼：L, ＇！§＇.［ヌIT
配達員

（サーどス l[1総業従~Ft;·)

物品…時頭り人，賃貸人

<ll:l#lt 『国勢~JfiJ1正」より〉

55～60年に50%及び

1, 000人幻J二I将｝J［］した職業
（＇‘I/ 
機械J支説；j者
1正気技術者沼

化学技術者

情報処瑚技術活

その｛むの技術者

文芸家，者：述家。f:f乱舞踊家，波長家
i依菜Aスポーツ家

illii人教師
（事務従事者）

;u:子計算機等操作fl
（！坂光f,'E：事者）
商品販売外交日

その｛むの販売類似職業従

事者

（農林漁業作業者）

その他の漁業作業者

（技能工，生産工程作業者

及び労務作業者）

一般機械器具組立工

半導体製品製造工

その他の電気機械器具組

立.{I参政！作業者

その｛也のゴム・プラス

チック製：W，製造作業者

その他の飲食料製造作業

者

自己~員
（サーピス職業従事者）

物品一[l寺預り人，賃貸人

その他の伶i人サービス職
業従事者

講者の期待も高まることと思われる。つまり，

神奈川県の女性訓練生を対象とした調査では，

職業資格について，「取れるものなら全部取得

したい」が60%，「必要なものだけ取得したい」

が28%と，受講者の資格に対する高い関心を示

しているからである。

訓練科の開設に関連する問題として，神奈川

県の女性訓練生の例であるが，多くは現在在籍

している訓練科に どおり J として満足し

ている（86%）。しかし，「希望どおりでないJ

受講者が全体の13%おり，これらの受講者の中

で現在の訓練コースを選んだ理由として，「近

くに希望する科目，コースがなかったから」が

41 %と一番高く，多犠なニーズに対応する訓練

科・コース開設の重要性を示している。

ところで，女性のためだけの訓練科を新たに

新設することは困難を伴うが，そのカリキュラ
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ムの改善により可能な訓練科もあるのではなか

ろうか。むしろ， k性を対象とした訓練の問題

は，付帯施設の整備にあるようである。すなわ

ち，雇用促進事業開立および都道府県立の指導

民 まって，昭和62年2月に神奈J11 

で実施した「職業訓練論研究会j の「女子の職

場進出と職業訓練」座談会では，「女性の訓練

を実施するに当たり，特に男性と区別すべき職

はなし＇ o つまり，これまでの訓練の経緯から，

女性を受け入れる施設が整備されていないため

に女性を訓練施設に受け入れにくくしているに

過ぎなしh したがって，女性舟の付帯施設さえ

整えれば，何処の訓練施設でも女性の訓練は可

能であるJ との合意が得られたことを思い起こ

す。もちろん，訓練が可能であることと，女性

がその訓練を ることと なるが，女性

が希望する訓練科がある施設では，そのような

設備が真の職業訓練を保証する“男女平等”の

方策といえるのではなかろうか。

N.今後の検討の課題

に，女性訓練生の入所者が，職業訓練法制

定以降減少していたことを紹介したが，この間

に初期jの女性を対象にした訓練の経験の伝承が

間新したと言えるのではなかろうか。このよう

な背景の下に，冒頭に紹介したような訓練が再

度強調されている。このことは，職業訓練を展

開するとき，ある

の拡大を るのではなく，平均的な拡大を

に心がけていなければならないことを し

てはいないだろうか。

ここで，本稿に関して述べれば，女性の訓練

について常に問題意識を持って，当面iの課題を

関していくことが必要で、あるということにな

るのその例として，君津技能開発センターの

ビジョン委員会 iの報告による表 5のよ

うな検討枠組みは掠め になるといえよう。

は上の テーマの｛也に，
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表5 将来ビジョン研究枠組

機能

iVll ト

レ

一

ン

キ来グ

調1E・ 
研究

センサー

援JJJJ.相談
カウンセリ

ング

(;/Jilt技能IJ自発センター）

テーマ：婦人の職場進出への対応

－在職者

について必要とされる技能やOA・ ME1ヒに対

応した技能や資格を取捨選択し，各就業ニー

ズに即したコースを設定し，対応する。

1. 在！被者，新入社教育の促進。

2. 離職者等に対し，再就職促進のため，職

場適応司II練，資絡取得等の能力再出発訓練
3. 所fj百キャリアウーマンのための専門技能

の訓練。

4. ソフト・サービス化に対する訓練0

5. 高齢者のためのj臨床的講座

1. 女子能力開発ニーズの把ti言。
2. 女子求人・求職状況の把揺。

3.女子能力開発プログラムの研究開発。

1. 中小企業及び商店等の女子従業員に対す

る教育訓練の砕発・援助。

2. 職業桁介システムの雑立。

能力開発体系の確立J，「技術革新への対応」，

のソフト・サーピス化への対応J,

化社会への対），ーんというテーマを設定し，常に

公共職業訓練のあり方に気をつかっている。そ

してこの研究枠組みにより，その時々の緊急を

る課題についての検討を定期的に実施して

いる。このような，多方面の職業訓練に対する

目配りを今後は忘れてはならないのではなかろ

うか。

おわりに

女性を とした訓練問題につき椋めて

な たが，今後の展開iに少しでもお役

にたてば幸いである。

なお，本稿に関連して 特に訓練の実施上の

問題に付いては，神奈川県下の女性訓練生の意

識を鵡査した鎌田智義氏との共著の報告（刊誌

ジャーナル~ 1988年7月）も合わせ

きfこい。

技能と技術




